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まえがき 

この規格は，産業標準化法第 12 条第 1 項の規定に基づき，一般社団法人日本ねじ研究協会（JFRI）及び

一般財団法人日本規格協会（JSA）から，産業標準原案を添えて日本産業規格を制定すべきとの申出があ

り，日本産業標準調査会の審議を経て，経済産業大臣が制定した日本産業規格である。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣及び日本産業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 
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日本産業規格          JIS 
 B 1093：2020 
 (ISO 16228：2017) 

締結用部品－検査文書 

Fasteners-Types of inspection documents 

 
序文 

この規格は，2017 年に第 1 版として発行された ISO 16228 を基に，技術的内容及び構成を変更すること

なく作成した日本産業規格である。 

なお，この規格で点線の下線を施してある参考事項は，対応国際規格にはない事項である。 

 

1 適用範囲 

この規格は，注文時に購入者の特定の要求に応じて，締結用部品製造業者，卸売業者及び／又は外部認

証責任者が発行する，次に示す各種の締結用部品検査文書について規定する。 

－ 適合性申告（F2.1） 

－ 試験報告（F2.2，F3.1 及び F3.2） 

注記 1 一般には“証明書”（certificate）という用語が使用されるが，締結用部品検査文書で使用する

用語は“試験報告”（test report）である。 

この規格は，注文，関連規格及び／又は指定した要求事項と併せて，各締結用部品検査文書の内容に関

する要求事項を規定する。 

この規格は，鋼，ステンレス鋼，非鉄金属又は非金属材料で作られたボルト，小ねじ，植込みボルト，

ナット，座金，ピン，リベットなどのような完成した締結用部品に適用可能とする。 

この規格は，他の手順を必要とする特殊目的又は特別に設計された用途（例えば，初期サンプル）には

適用しない。 

検査文書の例を附属書 A に，締結用部品検査文書の項目を識別するコード番号体系の例を附属書 B に記

載する。 

注記 2 この規格の対応国際規格及びその対応の程度を表す記号を，次に示す。 

ISO 16228:2017，Fasteners－Types of inspection documents（IDT） 

なお，対応の程度を表す記号“IDT”は，ISO/IEC Guide 21-1 に基づき，“一致している”

ことを示す。 

 

2 引用規格 

次に掲げる規格は，この規格に引用されることによって，この規格の規定の一部を構成する。これらの

引用規格は，その最新版（追補を含む。）を適用する。 

JIS B 1051 炭素鋼及び合金鋼製締結用部品の機械的性質－強度区分を規定したボルト，小ねじ及び

植込みボルト－並目ねじ及び細目ねじ 

注記 対応国際規格：ISO 898-1，Mechanical properties of fasteners made of carbon steel and alloy steel


